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コロナ渦で在宅勤務を希望した派遣社員に対する安全配慮義務

～東京地裁令和３年９月２８日判決～

事案の概要Ⅰ

　　Ｘは、令和２年２月２５日に、派遣元会社であるＹ社との間で、派遣先会社をＺ社、雇用期間及び派遣期間を令和２年３月２日から同

　月３１日、業務内容を情報システム開発、就業時間を９時から１７時３０分、就業場所を東京都世田谷区所在のＺ社とする内容で本件労

　働契約を締結し、Ｘは令和２年３月２日からＺ社に派遣されました。

　　しかし、令和２年２月下旬頃から、新型コロナウィルスの感染拡大が始まりつつあり、Ｘは、Ｙ社に対し、通勤中の新型コロナウィルス

　感染の不安等から、満員電車の時間帯を避けるためにＺ社への出勤時間を繰り上げるとともに、当面の間、在宅勤務をさせてもらうよう

　Ｚ社と調整してほしいと伝えました。そこで、Ｘの意向を聞いて、Ｙ社は、Ｚ社との間でＸの勤務内容について協議を行い、初日の３月２

　日は、１０時に出社すること、出社後に、その後の在宅勤務の内容や方法についてＸと協議をすることになりました。

　　３月２日に、Ｘは、１０時に出勤し、Ｚ社との間で、その後の勤務方法について協議し、翌日からも出勤時間は１０時とし、３月１０日

　以降は、Ｚ社の許可を受けて、在宅勤務とすることになりました。もっとも、Ｘは、Ｚ社の許可を得ずに、始業終業時刻を３時間繰り上げ

　て在宅勤務をしており、そのことを問題視したＺ社が、３月１６日に、Ｘに対して、在宅勤務を打ち切り、出勤することを求めるとともに、

　Ｙ社に対し、Ｘの派遣契約を更新しない旨通知しました。

　　これを受けて、Ｙ社は、令和２年３月１９日に、Ｘに対し、Ｚ社との派遣契約の不更新に伴い、Ｙ社との間の労働契約も３月３１日の経過

　をもって期間満了により終了する旨通知しました。

　　本件は、Ｘが、Ｙ社に対して、新型コロナウィルスへの感染を懸念して在宅勤務を求めていたのだからＺ社に在宅勤務ができるように求

　める義務（安全配慮義務）があったし、在宅勤務を希望するＸを疎んで労働契約を更新せず、更新しない理由も説明しなかったなど、一

　連の行為は不法行為にあたるとして、損害賠償を求めた事案です。
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判決の内容Ⅱ

１　本件の争点

　　本件では、Ｙ社が、①新型コロナウィルス感染防止の観点から、Ｚ社との間で在宅勤務ができるように配慮する義務があったのか（安全

　配慮義務違反）、②有期労働契約を更新しなかったことが労働契約法１９条違反となるのではないか（雇止めの違法性）の二点が主な争点

　となりました。

２　裁判所の判断

　⑴①安全配慮義務違反について

　　ア　令和２年３月初め頃には、新型コロナウィルスの感染拡大が既に始まっており、通勤を通じて新型コロナウィルスに感染をするの

　　　ではないかと懸念していた者がいたことは認めつつ、当時、新型コロナウィルスに関する知見はいまだに十分ではなく、通勤により

　　　感染をするのか、その危険性の程度は必ずしも明らかになっていなかったと認定し、Ｙ社やＺ社が、その当時、通勤によってＸが新

　　　型コロナウィルスに感染することを具体的に予見できたと認めることはできず、Y 社が Z 社に対して、在宅勤務の必要性を訴え、Ｘ

　　　を在宅勤務させるように求めるべき義務を負っているとはいえないとしました。

　　イ　また、Ｙ社は、Ｘからの申し出を受けて、Ｚ社に対して、出勤時刻の繰り下げや在宅勤務の要望を伝え、出勤時間の繰り下げは速や

　　　かに実現され、在宅勤務についてもＺ社と協議ができるよう約束も取り付けている。そして、このようなＹ社の対応に、Ｘ自身も感

　　　謝の意を表していたし、実際に３月１０日から在宅勤務も実現されている。

　　　　このような事実経過に照らすと、Ｙ社は、使用者として可能な十分な配慮をしていたというべきであると判断しました。　
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判決のポイントⅢ

１　新型コロナウィルス感染拡大という世界規模での問題は、当然労働契約にも影響を与えるものであり、新型コロナウィルス感染防止

　のための安全配慮がどこまで使用者に求められるのかという点を判断した本裁判例は非常に参考になります。

２　使用者は、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をしなければなりません（労働契

　約法５条）。具体的には、労働者の健康を損なわないように配慮する健康配慮義務や労働者が安全に仕事をすることができるように職

　場環境を整備する環境配慮義務があります。

　　そして、使用者が労働者の生命身体の安全を害することを予見でき、その状況を回避することができたにもかかわらず、回避するた

　めの配慮や措置を講じなかった場合に、安全配慮義務違反となり、使用者は賠償責任を問われることがあります。

　　令和２年３月初め頃、徐々に新型コロナウィルスの感染が拡大している状況ではあるものの、緊急事態宣言も発令される前でしたし、

　ウィルスの危険性、治療方法、感染経路などはほとんど明らかになっていませんでした。このような状況の中、個人の考え方や家庭の

　事情などから、労働者が求める配慮は様々であり、使用者として真摯に対応する必要がある一方で、企業の利益追及や他の労働者との

　平等を考慮する必要もあり、明確な基準があるものではないからこそ、使用者にとっては、労働者の要望に応じて在宅に応じなければ

　ならないか判断することは困難な状況でした。

　　また、本件では、業務内容が情報システム開発で、在宅勤務でも仕事ができる業務内容でしたが、会社が置かれた状況は様々であり、

　秘密保持の観点やシステムのセキュリティの関係から業務の内容によっては在宅勤務を実施できないなど措置に限界があるケースも考

　えられます。

　　使用者としては、未知の状況下において、労働者の危険を予見し労働者の安全に配慮する場合、その時点での情報を基に判断しつつ

　も、それだけで配慮が完了するものではなく、その後の政府、市区町村の見解や業界のガイドラインを注視し続け、随時方針や対策を

　見直すことが求められるでしょう。

Kaori Ito
シニアアソシエイト・弁護士　伊東 香織

１　安全配慮義務違反について、新型コロナウィルスという未知のウィルスに対して、当該時点において、具体的に危険性を予見できたの

　か（予見義務）、危険を回避するために使用者が行動をしていたのか（回避義務）という二点から、安全配慮義務の具体的な内容や義務

　違反の有無を判断しました。

２　有期雇用契約の雇止めについて、一度も更新をしていないことや、当該労働者の契約を更新する期待が具体的に生じていないことから、

　契約更新に対する合理的な期待はないとして、雇止めを有効と判断しました。

本事例からみる実務における留意事項Ⅳ

　⑵②雇止めの違法性について

　　裁判所は、労働契約が令和２年３月２日から同月３１日までの有期雇用契約であることや一度も更新をされたことがないこと、本件労

　働契約において更新を予定した条項は定められていなかったこと、Ｙ社の担当者の説明があくまでも正社員登用の一般的な可能性を説明

　したものにすぎないことなどからすると、雇止めの時点において、Ｘに雇用継続への合理的期待があったとはいえないと認定し、雇止め

　も有効であると判断しました。

　⑶結論

　　以上より、裁判所は、Ｙ社には安全配慮義務違反はなく、雇止めも違法ではないことから、原告の請求を全て認めませんでした。

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


